
第  １８  号議案  

 

令  和  ６  年  度    久  留  米  市  水  道  事  業  会  計  予  算  

 

 （総則）  

第１条  令和６年度久留米市の水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。  

 

 （業務の予定量）  

第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。  

  （１）  給水戸数                              １３４，１２２   戸  

  （２）  年間総給水量                         ２７，３４０，０００   立方メートル  

  （３）  一日平均給水量   ７４，９０４   立方メートル  

  （４）  建設改良事業の概要  

       １  配水管布設工事               総延長         ２，５７７    メートル  

       ２  配水管改良工事               総延長         ８，８３１    メートル  

       ３  浄水施設整備工事                          一   式  

97



 （収益的収入及び支出）  

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。  

 

収       入  

 第１款  水道事業収益                               ５，１１３，９４２   千円  

  第１項  営業収益                                ４，８０２，５１６   千円  

  第２項  営業外収益                                 ３０７，６５４   千円  

  第３項  特別利益                                    ３，７７２   千円  

 

支       出  

 第１款  水道事業費用                               ４，８９９，８８０   千円  

  第１項  営業費用                                ４，６４０，８４９   千円  

  第２項  営業外費用                                 ２３３，７２８   千円  

  第３項  特別損失                                    ５，３０３   千円  

  第４項  予備費                                    ２０，０００   千円  
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 （資本的収入及び支出）  

第４条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，６０４，

７６８千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１２７，１７６千円、減債積立金１９０，０００千円、過

年度分損益勘定留保資金１，２８７，５９２千円で補てんするものとする。）。  

 

収       入  

 第１款  資本的収入                                １，２２１，３５２   千円  

  第１項  企業債                                 １，０００，０００   千円  

  第２項  負担金                                    ９１，４２４   千円  

  第３項  加入金                                   １２９，４９９   千円  

  第４項  固定資産売却代金                                  ４２９   千円  

 

支       出  

 第１款  資本的支出                                ２，８２６，１２０   千円  

  第１項  建設改良費                               １，６８０，２３２   千円  

  第２項  企業債償還金                              １，１２５，８８８   千円  

  第３項  予備費                                    ２０，０００   千円  
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 （継続費）  

第５条  継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。  

 

款  項  事業名  総額  年度  年割額  

   千円  千円 

１ 資本的支出 １ 建設改良費 

浄水施設整備事業  

（水質モニター） 
１０，８０９  

令和６年度  ４，３２４    

令和７年度 ６，４８５    

浄水施設整備事業 

（ 南 側 法 面 ） 
３００，０００  

令和６年度 ２００，０００    

令和７年度 １００，０００    

浄水施設整備事業  

（ 撹 拌 機 ） 
３０，８００  

令和６年度 １２，３２０    

令和７年度 １８，４８０    
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 （債務負担行為）  

第６条  債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。  

 

事      項  期      間  限   度   額  

放光寺浄水場運転管理業務委託料  令和７年度から令和１１年度まで  

千円  

 ６５３，６６５  

 

浄水発生土処分業務委託料  令和７年度  

 

  １０，６９２  

 

取水場及び浄水場薬品購入費  令和７年度  

 

 １２１，０６９  

 

アセットマネジメント推進業務委託料  令和６年度から令和８年度まで  

 

  ５６，０００  

 

配水場薬品購入費  令和７年度  

 

   １，９０１  
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（企業債）  

第７条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。  

 

起債の目的  限度額  起債の方法  利率  償還の方法  

上水道事業  

千円  

 

１，０００，０００  

 

普通貸借又は証券発行  

％  

４．０以内  

 
（ た だ し 、利 率 見 直 し 方 式

で 借 り 入 れ る 資 金 に つ い

て 、利 率 の 見 直 し を 行 っ た

後 に お い て は 、当 該 見 直 し

後 の 利 率 ）  

政 府 資 金 に つ い て は そ の 融

資 条 件 に よ り 、銀 行 そ の 他 の 場

合 に は そ の 債 権 者 と 協 定 す る

事 項 に よ る 。  

た だ し 、財 政 の 都 合 に よ り 据

置 期 間 を 短 縮 し 、又 は 繰 上 償 還

若 し く は 低 利 に 借 換 え す る こ

と が で き る 。  

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用）  

第８条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。  

 営業費用と営業外費用の間  

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）  

第９条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費

の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。  

 （１）  職員給与費                                ７０８，９４５   千円  

 （２）  交際費                                       ９０   千円  

 

令和６年２月２０日提出  

福岡県久留米市長   原   口    新   五  
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３０７,６５４

預金利息及びその他利息収入

行政財産使用料及びその他雑収入

１,２５０

１７,８０４

３,７７２

２８８,６００

１　受取利息及び配当金

３　雑収益

給水装置工事手数料、消火栓維持管理負担金等の収入１０６,１３１

２　長期前受金戻入

２　営業外収益

水道料金収入４,６９６,３８５

１　営業収益

５,１１３,９４２

４,８０２,５１６

２　その他の営業収益

予定額（千円） 備　　　　　　考

１　水道事業収益

１　給水収益

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　入

款 項 目

令 和 ６ 年 度 久 留 米 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

３　特別利益

３,５７２１　固定資産売却益

２　過年度損益修正益 ２００
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１６７,２８３

その他配給水設備の維持管理

１０３,８８９

３３,４７９

２８,６８６

２５,０９５

６４,４７４

給　　　料　２７人

動　力　費

１８５,０９１

４１,１００

動　力　費

薬　品　費

受　水　費

その他取水及び浄水設備の維持管理

９４,６７７

７１,８８７

に要する費用

修　繕　費

１９９,６９６

１０３,７１０

９２０,２６０

手　当　等

委　託　料

法定福利費

メーター検定修理に要する費用

に要する費用

給　　　料　１４人

千円

５７,８３１

手　当　等

法定福利費 １９,６８４

委　託　料 １７６,１２６

６０７,２７８

項 予定額（千円）

４,８９９,８８０

備　　　　　　考目

１　水道事業費用

２　配水及び給水費

款

支　　　　　　出

１　営業費用 ４,６４０,８４９

１,６８５,６９０１　原水及び浄水費
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４　予備費

企業債利息

１,３１４

１２,２１９

　

３８,５８１

２４,１２２

３０,７０３

５１,７２６

２６,６４５

３２１,２０８

法定福利費

２,３６４

３５,４４７

委　託　料

５３,０２７

法定福利費

その他料金の調定、検針及び収納

給　　　料　１７人

手　当　等

７０,０７１

厚生福利費

退職給付費

その他総括的業務に要する費用

委　託　料

給　　　料　１０人

に要する費用

手　当　等

２２,７０６

５,３０３

１　予備費 ２０,０００

２３３,７２８

１６０,４０２２　消費税及び地方消費税

１　支払利息及び企業債取扱諸費

２０,０００

１　過年度損益修正損

７２,０１２

３　雑支出

４３１,５７７

２５７,２４２

３　業務費

３　特別損失

２　営業外費用

４　総係費

１,５９４,３０２

６　資産減耗費 ６４,７６０

５　減価償却費

５,３０３

105



１　企業債

１,０００,０００

備　　　　　　考

１　固定資産売却代金

１　資本的収入

４２９

４２９

１２９,４９９

９１,４２４

９１,４２４

１２９,４９９

４　固定資産売却代金

目 予定額（千円）項

１,０００,０００

建設改良費

２　負担金

配水管布設等工事負担金

収　　　　　　入

款

１　工事負担金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

１　企業債

１,２２１,３５２

水道加入金

３　加入金

１　加入金
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　業務用機器購入

　水質機器購入

２　機械備品購入費 ３９,２５１

法定福利費 ２４,０８６

７１,５２６給　　　料　１９人

千円

備　　　　　　考

５０,１０８

１　建設改良費

手　当　等

２,８２６,１２０

１,６４０,９８１

５０,５１４

２１,２５２

配水管改良工事費 ９６７,８００

１４,００９

委　託　料

１６４,４００

メーター購入費　３，６０４個

２９１,２９５その他建設改良に要する費用

配水管布設工事費

浄水施設整備工事費

機器購入費 ２５,２４１

企業債元金償還金

１６,０３８

４,４６８

４,７３５　その他機器購入

１,１２５,８８８

１,１２５,８８８

１　予備費

２　企業債償還金

２０,０００

１　企業債償還金

３　予備費

２０,０００

目項款

１　建設改良費

１　資本的支出

予定額（千円）

１,６８０,２３２

支　　　　　　出
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令和６年度　久留米市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 １５４,８３７

　　減価償却費 １,５９４,３０２

　　退職給付引当金の増加額 ３,９８９

　　賞与引当金の増加額 ９,０７７

　　貸倒引当金の増加額 ２０７

　　修繕引当金の減少額 △ ７３,４２２

　　長期前受金戻入額 △ ２８８,６００

　　受取利息及び配当金 △ １,２５０

　　支払利息及び企業債取扱諸費 ７２,０１２

　　固定資産除却損 ２４,７６０

    固定資産売却益 △ ３,２４８

　　未収金の増加額 △ １５,４５８

　　未払金の増加額 ５１,９７０

　　小計 １,５２９,１７６

　　利息及び配当金の受取額 １,１８３

　　利息の支払額 △ ７２,０１２

　　業務活動によるキャッシュ・フロー １,４５８,３４７

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ １,７４５,１５５

　　有形固定資産の売却による収入 ３,６３８

　　工事負担金等による収入 ２９４,５４２

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ １,４４６,９７５

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 １,０００,０００

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ １,１２５,８８８

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ １２５,８８８

４　資金増加額（又は減少額） △ １１４,５１６

５　資金期首残高 ４,４６７,８３８

６　資金期末残高 ４,３５３,３２２
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１　総　　括

特別職 一般職 報　　酬 給　 　料 手　 　当 計 法 定 福 利 費 合　　　　計

(人) (人) （千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

１０ ５７

(１１)

１９

１０ ７６

(１１)

１０ ５７

(９)

１９

１０ ７６

(９)

０ ０

(２)

０ ０

(２)

(　　)内は短時間勤務職員数及びパートタイム会計年度任用職員数で外数

△ ６９,５９６合　　計 △ １１９ ２,５４３ △ ７６,２７６ △ ７３,８５２ ４,２５６

△ ２,８６７ △ １,８５２ △ ４,７１９ △ ３１８ △ ５,０３７

７７８,６１４

比
　
　
較

損益勘定支弁職員 △ １１９ ５,４１０ △ ７４,４２４ △ ６９,１３３ ４,５７４ △ ６４,５５９

資本勘定支弁職員

合　　計 １９１ ３３９,３５５ ３３１,１５０ ６７０,６９６ １０７,９１８

７４,３９３ ５１,９６０ １２６,３５３ ２４,４０４ １５０,７５７

７０９,０１８

前
　
年
　
度

損益勘定支弁職員 １９１ ２６４,９６２ ２７９,１９０ ５４４,３４３ ８３,５１４ ６２７,８５７

資本勘定支弁職員

合　　計 ７２ ３４１,８９８ ２５４,８７４ ５９６,８４４ １１２,１７４

８８,０８８ ５６３,２９８

資本勘定支弁職員 ７１,５２６ ５０,１０８ １２１,６３４ ２４,０８６ １４５,７２０

給　　与　　費　　明　　細　　書

区　　　　　分

職　員　数 給　　　　与　　　　費

本
　
年
　
度

損益勘定支弁職員 ７２ ２７０,３７２ ２０４,７６６ ４７５,２１０
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扶　養　手　当 住　居　手　当 通　勤　手　当 特殊勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 １４,２７７ ６,２７８ ７,０５２ ４８７

前　年　度 １４,５０２ ６,６４０ ７,５２１ ５３７

比　　　較 △ ２２５ △ ３６２ △ ４６９ △ ５０

時間外勤務手当 休日勤務手当 管理職手当 管理職員特別勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ２９,３４０ １,２６４ ７,８３４ ７４

前　年　度 ２８,７９５ １,１４５ ７,８１０ ７４

比　　　較 ５４５ １１９ ２４ ０

期　末　手　当 勤　勉　手　当 退職給付費

 (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ８７,３４１ ７０,２２４ ３０,７０３

前　年　度 ８４,６７４ ６７,８６４ １１１,５８８

比　　　較 ２,６６７ ２,３６０ △ ８０,８８５

区　  分

区  　分

区　  分
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　ア　会計年度任用職員以外の職員

特別職 一般職 報　　酬 給　 　料 手　 　当 計 法 定 福 利 費 合　　　　計

(人) (人) （千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

１０ ５７

(７)

１９

１０ ７６

(７)

１０ ５７

(６)

１９

１０ ７６

(６)

０ ０

(１)

０ ０

(１)

(　　)内は短時間勤務職員数で外数

７２

７２

１９１

１９１

△ １１９

△ １１９

給　　　　与　　　　費

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

本
　
年
　
度

区　　　　　分

職　員　数

５４９,８０８

７１,５２６

前
　
年
　
度

比
　
　
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

５０,１０８ １２１,６３４ ２４,０８６ １４５,７２０

２６０,９１３ ２０２,８４１ ４６３,８２６ ８５,９８２

６９５,５２８

２５７,７５４ ２７７,７６８ ５３５,７１３ ８１,９１３ ６１７,６２６

３３２,４３９ ２５２,９４９ ５８５,４６０ １１０,０６８

７４,３９３

３３２,１４７ ３２９,７２８ ６６２,０６６

１５０,７５７２４,４０４１２６,３５３５１,９６０

１０６,３１７ ７６８,３８３

３,１５９ △ ７４,９２７ △ ７１,８８７ ４,０６９ △ ６７,８１８

△ ５,０３７

２９２ △ ７６,７７９ △ ７６,６０６ ３,７５１ △ ７２,８５５

△ ２,８６７ △ １,８５２ △ ４,７１９ △ ３１８
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扶　養　手　当 住　居　手　当 通　勤　手　当 特殊勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 １４,２７７ ６,２７８ ７,０５２ ４８７

前　年　度 １４,５０２ ６,６４０ ７,５２１ ５３７

比　　　較 △ ２２５ △ ３６２ △ ４６９ △ ５０

時間外勤務手当 休日勤務手当 管理職手当 管理職員特別勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ２９,３４０ １,２６４ ７,８３４ ７４

前　年　度 ２８,７９５ １,１４５ ７,８１０ ７４

比　　　較 ５４５ １１９ ２４ ０

期　末　手　当 勤　勉　手　当 退職給付費

 (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ８５,４１６ ７０,２２４ ３０,７０３

前　年　度 ８３,２５２ ６７,８６４ １１１,５８８

比　　　較 ２,１６４ ２,３６０ △ ８０,８８５

区　  分

区  　分

区　  分
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　イ　会計年度任用職員

特別職 一般職 報　　酬 給　 　料 手　 　当 計 法 定 福 利 費 合　　　　計

(人) (人) （千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

(４)

(４)

(３)

(３)

(１)

(１)

(　　)内はパートタイム会計年度任用職員数で外数

３,２５９

職　員　数

合　　計 ２,２５１ ５０３ ２,７５４ ５０５

１,６０１ １０,２３１

比
　
　
較

損益勘定支弁職員 ２,２５１ ５０３ ２,７５４ ５０５ ３,２５９

資本勘定支弁職員

前
　
年
　
度

１０,２３１

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員 ７,２０８ １,４２２ ８,６３０ １,６０１

合　　計 ７,２０８ １,４２２ ８,６３０

合　　計 ９,４５９ １,９２５ １１,３８４ ２,１０６ １３,４９０

資本勘定支弁職員

区　　　　　分

給　　　　与　　　　費

本
　
年
　
度

損益勘定支弁職員 ９,４５９ １,９２５ １１,３８４ ２,１０６ １３,４９０
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扶　養　手　当 住　居　手　当 通　勤　手　当 特殊勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度

前　年　度

比　　　較

時間外勤務手当 休日勤務手当 管理職手当 管理職員特別勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度

前　年　度

比　　　較

期　末　手　当 勤　勉　手　当 退職給付費

 (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 １,９２５

前　年　度 １,４２２

比　　　較 ５０３

区　  分

区  　分

区　  分
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２　給料及び手当の増減額の明細

区　分 増　減　額(千円） 説　　　　　明 備　　　　　考

給　料 ２,５４３ 　１　給与改定に ３,７３３ 　給料表の改定　　平均1.1％引き上げ

　　　伴う増減分

　２　昇給に伴う １,０９０ 　平均昇給率 0.321%

　　　増  加  分

　３　そ の 他 の △ ２,２８０ 　人事異動等による増減分 　職員の異動状況（短時間勤務職員及び会計年度任用職員を除く）

　　　　　　　　　　　　１月に 　 　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　在職する職員　　　（増減） 　　（計）

　要員の減少による増減分 　　　　　本年度　　　　７５人　　 　 １人　　　７６人

０千円 　　　　　前年度　　　　７４人　　 　 ２人　　　７６人

　　　　　増　減  　　　　１人　　　△１人　 　 　０人

手　当 △ ７６,２７６ 　１　制度改正に ３,４８６ 　期末手当　　　　　　年間 2.4月　→　2.45月

　　　伴う増減分 　勤勉手当　　　　　　年間 2.0月　→　2.05月

　２　そ の 他 の △ ７９,７６２

　　　増　減　分

増　減　事　由　別　内　訳　(千円)

△２，２８０千円　　　増　減　分
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３　給料及び手当の状況

　（１）職員１人当たりの給与

給 料 表 （一） 給 料 表 （二）

　平 均 給 料 月 額　 ３３９，６４１ 円 円

　平 均 給 与 月 額　 ４０１，６４１ 円 円

　平　 均　 年 　齢　 ４４歳６ヵ月 歳

　平 均 給 料 月 額　 ３３４，６８９ 円 円

　平 均 給 与 月 額　 ３９９，６８０ 円 円

　平　 均　 年 　齢　 ４４歳４ヵ月 歳

短時間勤務職員を除く

　（２）初任給

給 料 表 （一）（円） 給 料 表 （二）（円） 行  政  職（円） 技 能 労 務 職（円）

高   校   卒 １７０,９００ １６９,０００ １７０,９００ １６９,０００

大   学   卒 ２０２,４００ ２０２,４００

企　　　業　　　職

令和　６年 １ 月 １ 日 現在

区        分

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

令和　５年 １ 月 １ 日 現在

一　　般　　会　　計　　の　　制　　度企　　　業　　　職
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　（３）級別職員数

級 職 員 数 （人） 構 成 比 （％） 級 職 員 数 （人） 構 成 比 （％）

８  １０.７  

(１) (３３.４)

２　　級 ３  ４.０  ２　　級

１４  １８.７  

(１) (３３.３)

３２  ４２.７  

(１) (３３.３)

５　　級 ９  １２.０  

６　　級 ７  ９.３  

７　　級 １  １.３  

８　　級 １  １.３  

７５  １００.０  

(３) (１００.０)

１　　級 ５  ６.８  １　　級

２　　級 ７  ９.５  ２　　級

１６  ２１.６  

(３) (７５.０)

２７  ３６.５  

(１) (２５.０)

５　　級 １０  １３.５  

６　　級 ７  ９.５  

７　　級 １  １.３  

８　　級 １  １.３  

７４  １００.０  

(４) (１００.０)

(　　)内は短時間勤務職員数で外数

計 計

計計

３　　級

４　　級

令和　６年 １月 １日現在

１　　級 １　　級

給　　料　　表　　（一）

３　　級

令和　５年 １月 １日現在

４　　級

３　　級

給　　料　　表　　（二）

４　　級

区　　　　分
企　　　　業　　　　職

３　　級

４　　級
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（級別の標準的な職務内容）

区　　　分 １　　級 ２　　級 ３　　級 ４　　級 ５　　級 ６　　級 ７　　級 ８　　級

　主事の職務 　高度の知識又 　主任主事の職 　１　主査の職 　１　課長補佐 　課長の職務又 　１　次長の職 　部長の職務又

　は経験を必要 　務 　務又は職務の 　の職務又は職 　は職務の複雑、　務又は職務の 　は職務の複雑、

　とする業務を 　 　複雑、困難及 　務の複雑、困 　困難及び責任 　複雑、困難及 　困難及び責任

　行う主事の職 　び責任の度が 　難及び責任の 　の度がこれと 　び責任の度が 　の度がこれと

　務 　これと同程度 　度がこれと同 　同程度のもの 　これと同程度 　同程度のもの

　のものとして　　程度のものと 　として管理者 　のものとして 　として管理者

　管理者が別に 　して管理者が 　が別に定める 　管理者が別に 　が別に定める

　定める職の職 　別に定める職 　職の職務 　定める職の職 　職の職務

　務 　の職務 　務

　２　困難な業 　２　困難な業 　２　困難な業

　務を行う主任 　務を行う主査 　務を行う課長

　主事の職務 　の職務又は職 　の職務又は職

　務の複雑、困 　務の複雑、困

　難及び責任の 　難及び責任の

　度がこれと同 　度がこれと同

　程度のものと 　程度のものと

　して管理者が 　して管理者が

　別に定める職 　別に定める職

　の職務 　の職務

企　 業　 職
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　（４）昇給 　（５）特殊勤務手当

給料表（一） 給料表（二）

７６ ７６

６８ ６８

２号給　（人） 支 給 対 象 職 員 の 比 率

４号給　（人） ５７ ５７ 　（令和 ６ 年 １ 月 １ 日 現在）

号 給 数 別 内 訳 ６号給　（人） 支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り

８号給　（人） １１ １１ 平　　均　　支　　給　　月　　額

　号給　（人）

８９.５ ８９.５

７６ ７６

６８ ６８

２号給　（人）

４号給　（人） ５７ ５７

号 給 数 別 内 訳 ６号給　（人）

８号給　（人） １１ １１

　号給　（人）

８９.５ ８９.５

短時間勤務職員を除く

比　率（Ｂ）／（Ａ） （％）

本
　
　
　
年
　
　
　
度

前
　
　
　
年
　
　
　
度

比　率（ｂ）／（ａ） （％）

職　　員　　数（ａ)　（人）

昇給に係る職員数（ｂ） （人）

企業職
合　計区　　　　　　　　分

給 料 総 額 に 対 す る 比 率
職　　員　　数（Ａ)　（人）

昇給に係る職員数（Ｂ） （人）

区　　　　　　　　　分

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 保　安　手　当 

企　業　職

０.１ ％　

４６％　　

１，１９３円　
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　（６）期末手当・勤勉手当

支給率計

 ６月（月分）  １２月（月分） （月分）

２．２５ ２．２５ ４．５０

（１．１７５） （１．１７５） （２．３５）

２．２０ ２．２０ ４．４０

（１．１５） （１．１５） （２．３０）

２．２５ ２．２５ ４．５０

（１．１７５） （１．１７５） （２．３５）

（　　）内は再任用職員の支給率

　（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年勤続 ２５年勤続 ３５年勤続 最　高　限　度 そ　の　他　の

（月分） （月分） （月分） （月分） 加 算 措 置 等

支　　給　　率　　等 ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ なし

一般会計の制度（支給率等） ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ なし

　（８）その他の手当

　　 職務上の段階、職務の級等

　　 による加算措置

支　給　期　別　支　給　率

有

有

通　　　　勤　　　　手　　　　当

区　　　　　　　　　　　　分

扶　　　　養　　　　手　　　　当

住　　　　居　　　　手　　　　当

区　　　分

同　　　　　じ

差　異　の　内　容一般会計の制度との異同

同　　　　　じ

同　　　　　じ

区　　　分

備    考

備    考

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度 有
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0 0 12,320 12,320 18,480 40.0

0 18,480

計 30,800 0 0 30,800

40.0

7 18,480 18,480

12,320 0 12,320 12,320

0 200,000 200,000 100,000 66.7

浄水施設
整備事業
( 撹 拌 機 )

6 12,320

0 100,000

計 300,000 0 0 300,000 0

66.7

7 100,000 100,000

上 水 道
施設災害
復旧事業
（ 山 本 ）

1

浄水施設
整備事業
（南側法面）

6 200,000

資本的
支　出

1 建　設
改良費

6

5

4,324

浄水施設
整備事業
（水質モニター）

0 4,324

4,324 6,485 40.010,809 0 0 10,809 0 0

0 6,485

40.0

7 6,485 6,485

4,324 4,3244,324

200,000 200,000

計

200,000 0

60

9,040 13,560 22,600 0

9,040

60.0

100.022,600 0 22,500 100 0

40.0

6 13,560 13,500 13,560 13,560

％

9,040 9,000 40 9,040

千円 千円

継 続 費 に 関 す る 調 書

左 の 財 源 内 訳

国庫
補助金

企業債

千円 千円 千円

計

全　　体　　計　　画

年割額

千円 千円 千円 千円

前 年 度 末
までの支払
義 務 発 生
( 見 込 ) 額

当 該 年 度
支 払
義 務 発 生
予 定 額

款 項 事業名

継 続 費
の 総 額
に対する
進 捗 率

翌年度以降
の 支 払
義 務 発 生
予 定 額

当該年度末
までの支払
義 務 発 生
予 定 額

年度

前 前 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 額その他
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令和７年度

左　の　財　源　内　訳
義務発生（見込）額 義務発生予定額

期　間 金　額

千円

金　額 企業債

千円

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　　　項 限　度　額

前年度末までの支払 当該年度以降の支払

千円 千円

期　間 その他

千円

放光寺浄水場
６５３,６６５

令和７年度から
６５３,６６５

運転管理業務委託料 令和11年度まで
６５３,６６５

浄水発生土処分
１０,６９２ １０,６９２令和７年度 １０,６９２

業務委託料

取水場及び浄水場
１２１,０６９ １２１,０６９ １２１,０６９

薬品購入費

薬品購入費

令和７年度

配水場
１,９０１ １,９０１ １,９０１
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業務委託料

令和６年度から
３７８,３１２

令和８年度まで

５６,０００

合川庁舎管理
１４,６８９ 令和５年度まで ４,８９４

令和６年度から

包括委託料
令和５年度まで

４,９０１
令和７年度まで

４,９０１

３９８,１１２
料金窓口業務等

９６５,５８０ ３９８,１１２

５６,０００
令和８年度まで

千円千円 千円

推進業務委託料

千円 千円

アセットマネジメント
５６,０００

令和６年度から

左　の　財　源　内　訳
義務発生（見込）額 義務発生予定額

期　間 期　間 金　額 企業債 その他

限　度　額

前年度末までの支払 当該年度以降の支払

事　　　項

金　額

５,２９６５,１９７
合川庁舎清掃

１５,６９０
令和６年度から

５,２９６
業務委託料 令和７年度まで

令和５年度まで
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　 （単位：千円）

１　固　　定　　資　　産

（１）

イ １,４６０,５１８

ロ ２,０１５,１３９

△ １,１５３,０６３ ８６２,０７６

ハ ６３,４００,４６３

△ ２９,３５６,５３４ ３４,０４３,９２９

ニ ７,０９１,７４５

△ ４,７７０,２９３ ２,３２１,４５２

ホ ３５,００８

△ ３０,５３０ ４,４７８

へ ２８７,３５８

△ ２０９,７６０ ７７,５９８

ト ７３６,１１２

３９,５０６,１６３

（２）

イ １,１０９

１,１０９

（令和７年３月３１日）

令　和 ６ 年 度　 久 留 米 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

工具、器具及び備品

有 形 固 定 資 産 合 計

資　　　産　　　の　　　部

無 形 固 定 資 産 合 計

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額
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（３）

イ ５００,０００

ロ ４３

５００,０４３

４０,００７,３１５

２　流　　動　　資　　産

（１） ４,３５３,３２２

（２） ６２２,９３１

△ ６,３８６ ６１６,５４５

（３） １３６,６４４

（４） ５,４０６

（５） ５００,０００

５,６１１,９１７

４５,６１９,２３２

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

前 払 金

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

固 定 資 産 合 計

投資その他の資産

長 期 貸 付 金

投 資その他の資産合計

そ の 他 資 産
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３　固　　定　　負　　債

（１）

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 ６,５９５,８８３

６,５９５,８８３

（２）

イ ９０３,４４４

９０３,４４４

７,４９９,３２７

４　流　　動　　負　　債

（１）

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 １,２１９,６３０

１,２１９,６３０

（２） ５９７,３５３

（３）

イ ５８,３１９

５８,３１９

（４） ５９,２０３

１,９３４,５０５

５　繰　延　収　益

（１） １２,４５５,７０２

△ ５,２６０,４６７ ７,１９５,２３５

（２） ７５,７９７

７,２７１,０３２

１６,７０４,８６４

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

長期前受金収益化累計額

建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

長 期 前 受 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金

企 業 債

企 業 債 合 計

負　　　債　　　の　　　部
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６　資　　本　　金 ２５,９６３,９１９

７　剰　　余　　金

（１）

イ ４４９,９５３

ロ １,１６６,７７４

ハ １８２,２８５

ニ ３７７,４５３

ホ ６７,２７６

２,２４３,７４１

（２）

イ ２８３,６５０

ロ ４２３,０５８

７０６,７０８

２,９５０,４４９

２８,９１４,３６８

４５,６１９,２３２

加 入 金

そ の他資本剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

資　　　本　　　の　　　部

負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

建 設 改 良 積 立 金

国 県 市 補 助 金
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（単位：千円）

１　営　　業　　収　　益

（１） ４,２５６,９４５

（２） ５０,０１１ ４,３０６,９５６

２　営　　業　　費　　用

（１） １,４８２,２４０

（２） ４９６,６１０

（３） ３６１,１０５

（４） ３０９,０４４

（５） １,６１２,１３８

（６） ７１,６０８ ４,３３２,７４５

△ ２５,７８９

令 和 ５ 年度　 久 留 米 市 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

資 産 減 耗 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

給 水 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

営 業 利 益
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３　営　業　外　収　益

（１） ５７９

（２） ２８６,２３６

（３） ２５,２０５ ３１２,０２０

４　営　業　外　費　用

（１） ７１,２７６

（２） １,０００ ７２,２７６ ２３９,７４４

２１３,９５５

５　特　　別　　利　　益

（１） ２,９７２

（２） ２１０

（３） ３,８１４ ６,９９６

６　特　　別　　損　　失

（１） ２,８０４

（２） ５,６７３

（３） １６,５４３ ２５,０２０ △ １８,０２４

１９５,９３１

７２,２９０

４００,０００

６６８,２２１

そ の 他 特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 損

過 年 度 損 益 修 正 益

経 常 利 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

固 定 資 産 売 却 益

雑 支 出

支払利息及び企業債取扱諸費

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
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（単位：千円）

１　固　　定　　資　　産

（１）

イ １,４６０,５１８

ロ １,９２６,４５２

△ １,０８９,９４３ ８３６,５０９

ハ ６２,０５２,０３３

△ ２８,２５０,１８８ ３３,８０１,８４５

ニ ７,０５７,９６５

△ ４,５５８,４８９ ２,４９９,４７６

ホ ３５,００８

△ ２５,９８０ ９,０２８

へ ３０８,０７３

△ ２１９,１９８ ８８,８７５

ト ７７２,０４６

３９,４６８,２９７

（２）

イ １,１０９

１,１０９

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

工具、器具及び備品

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

（令和６年３月３１日）

令 和 ５ 年 度　 久 留 米 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

資　　　産　　　の　　　部

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

土 地

建 物

構 築 物

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計
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（３）

イ １,０００,０００

ロ ４３

１,０００,０４３

４０,４６９,４４９

２　流　　動　　資　　産

（１） ４,４６７,８３８

（２） ６９３,４０１

△ ６,１７９ ６８７,２２２

（３） ５,４０６

（４） ５１,３３７

５,２１１,８０３

４５,６８１,２５２

投資その他の資産

長 期 貸 付 金

投資その他の資産合計

そ の 他 資 産

現 金 ・ 預 金

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

前 払 金

固 定 資 産 合 計

貯 蔵 品

未 収 金
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３　固　　定　　負　　債

（１）

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 ６,８１５,５１３

６,８１５,５１３

（２）

イ ８９９,４５５

ロ ７３,４２２

９７２,８７７

７,７８８,３９０

４　流　　動　　負　　債

（１）

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 １,１２５,８８８

１,１２５,８８８

（２） ５４７,９１３

（３）

イ ４９,２４２

４９,２４２

（４） ５９,２０３

１,７８２,２４６

５　繰　延　収　益

（１） １２,２４８,８３２

△ ４,９７３,８６９ ７,２７４,９６３

（２） ７６,１２２

７,３５１,０８５

１６,９２１,７２１

流 動 負 債 合 計

建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

長 期 前 受 金

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

修 繕 引 当 金

固 定 負 債 合 計

企 業 債 合 計

企 業 債

未 払 金

引 当 金 合 計

引 当 金

引 当 金 合 計

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

負　　　債　　　の　　　部

企 業 債

企 業 債 合 計
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６　資　　本　　金 ２５,５６３,９１９

７　剰　　余　　金

（１）

イ ４４９,９５３

ロ １,１６６,７７４

ハ １８２,２８５

ニ ３７７,４５３

ホ ６７,２７６

２,２４３,７４１

（２）

イ ２８３,６５０

ロ ６６８,２２１

９５１,８７１

３,１９５,６１２

２８,７５９,５３１

４５,６８１,２５２

資　　　本　　　の　　　部

その他資本剰余金

工 事 負 担 金

国 県 市 補 助 金

加 入 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 合 計

剰 余 金 合 計

建 設 改 良 積 立 金

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金
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会計に関する書類における注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

 地方公営企業法施行令にもとづく地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

  １ 資産の評価基準及び評価方法 

  （１）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

      貯蔵品    最終仕入原価法による。 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産（リース資産を除く） 

減価償却の方法     定額法による。 

主な耐用年数 

   建物          10～50年 

   構築物          2～60年 

   機械及び装置       2～20年 

   車両運搬具        3～ 5年 

   工具、器具及び備品    2～20年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

減価償却の方法     定額法による。 

主な耐用年数 

   商標権                      10年 

  （３）リース資産 

現在リース契約を締結しているものは、所有権移転外のファイナンス・リース取引及びオペレーティング・リース取引であり、所有権移転外のファイナ

ンス・リース取引について、久留米市企業局は中小規模事業者の特例的会計処理が認められているため、通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行っている。 
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３ 引当金の計上方法 

  （１）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における水道事業が負担すべき退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。 

  （２）賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する

額（12月から 3月までの 4ヶ月分）を計上している。 

  （３）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により、回収不能見込額を計上している。 

  （４）修繕引当金 

     平成 26年 3月 31日以前に修繕引当金として引き当てられていたものを修繕引当金として計上している。 

 

４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、決算報告書について税込方式、損益計算書、貸借対照表、剰余金計算書については税抜方式によっている。 

 

 

Ⅱ．令和 6年度予定貸借対照表等関連 

１ 退職給付引当金の取り崩し 

    令和 6年度において、退職手当 26,714,000円を支給するために、退職給付引当金 26,714,000円を取り崩す予定である。 

２ 賞与引当金の取り崩し 

令和 6年度において、期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費 173,075,000 円の支出のために、賞与引当金 49,242,000円を取り崩す

予定である。 

３ 貸倒引当金の取り崩し 

    令和 6年度において、久留米市水道料金不納欠損等債権管理要綱第 2条における不納欠損処分に係るものとして貸倒引当金 2,864,000円を取り崩す予定で

ある。 
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４ 修繕引当金の取り崩し 

    平成 26年度以前に修繕のために引き当てられていた修繕引当金については、令和 6年度において、浄水施設等の修繕に充てるため、修繕引当金 73,422,000

円を取り崩す予定である。 

 

  ５ リース契約により使用する固定資産 

（１）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

     １年内 19,730,350円  

     １年超 43,113,322円  

      計    62,843,672円 

 

 

Ⅲ．令和 5年度予定貸借対照表等関連 

１ 退職給付引当金の取り崩し 

    令和 5年度において、退職手当 65,125,248円を支給するために、退職給付引当金 65,125,248円を取り崩す予定である。 

２ 賞与引当金の取り崩し 

令和 5年度において、期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費 151,335,899 円の支出のために、賞与引当金 47,121,837円を取り崩す

予定である。 

３ 貸倒引当金の取り崩し 

    令和 5年度において、久留米市水道料金不納欠損等債権管理要綱第 2条における不納欠損処分に係るものとして、貸倒引当金 2,802,000円を取り崩す予定

である。 

４ 修繕引当金の取り崩し 

    平成 26年度以前に修繕のために引き当てられていた修繕引当金については、令和 5年度において、浄水施設等の修繕に充てるため、修繕引当金 75,836,000

円を取り崩す予定である。 
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５ リース契約により使用する固定資産 

（１）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

     １年内 26,044,976円 

     １年超 57,613,960円 

      計    83,658,936円 

 

 

Ⅳ セグメント情報の開示 

久留米市水道事業は、水道事業のみの単一セグメントであり、損益計算書及び貸借対照表等と重複することからセグメント情報は省略する。 

 

 

 

Ⅴ その他の注記 

   １ 修繕引当金として計上されていた引当金に関する経過措置 

平成 26年 3月 31日以前に修繕引当金として引き当てられていたものであり、修繕引当金として計上し、引き続き従前の例により取り崩すこととする。 
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